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最近の道内経済産業動向
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※現状判断の参考としている主要経済指標は�月実績が中心｡

●個人消費は持ち直し傾向が一服
�月の大型小売店販売額 (全店) は､ 前年比▲���％と�カ月ぶりに前年実績を下回った

(百貨店：同▲���	％､ スーパー：同▲
��％)｡�月の乗用車新車販売台数 (含む軽) は､ 同▲
���％と�	カ月ぶりに前年割れ｡ いずれも､ 消費税増税に伴う駆け込み需要の反動減が主因｡
なお反動減の幅は､ 駆け込み需要による増加幅 (�月) に比べて小幅にとどまった｡
月以降､
反動減の影響は着実に薄まりつつある模様｡

●住宅建築は減少傾向にある､ 公共工事は持ち直しのテンポが高まっている
新設住宅着工戸数 (�月) は､ 前年比▲
�
％ (
��
�戸) と�カ月連続で減少した｡ 貸家

(同����％増) が増加した一方､ 消費税増税前の駆け込み着工による反動減などから､ 持家
(同▲����％)､ 分譲住宅 (同▲���％) が減少した｡ 設備投資は､ 製造業 (食品など) や､ 小
売 (ドラッグストア､ スーパーなど) など幅広い業種で持ち直し基調にある｡ 公共工事請負
金額 (�月) は､ 同�	��％増 (�����億円) と�カ月連続で増加した｡ �
年度補正予算の発注
が前年よりも早期に本格化したことが主因｡

●生産は持ち直し傾向が一服
鉱工業生産 (�月) は､ 前月比▲���％と�カ月ぶりの低下となった｡ 公共工事向けに橋りょ
うが増産となった金属製品 (同����％上昇) が上昇｡ 一方､ 一部工場で原油処理が停止した石
油・石炭 (同▲����％) が大きく低下したほか､ 定期修理によりセメントが減産となった窯業・
土石 (同▲���
％)､ 消費税増税前の駆け込み
需要の反動減でパルプ・紙・紙加工品 (同▲
�	��％) などが低下した｡

●輸出は拡大している
通関輸出額 (�月) は､ 前年比���	％増と�

カ月連続で前年を上回った｡ 品目別でみると､
リベリア向け等が増加した船舶 (同���倍)､ 米
国向けが好調な自動車部分品 (同
���％増)､
中国向けホタテが増加した魚介類・同調製品
(同�	��％増) などが増加した｡

●観光は回復している
国内客が中心となる来道者数 (�月) は､ 前

年比▲	��％と�年�カ月ぶりに前年を下回った
が､ 依然高水準で推移｡ �月の外国人入国者数
(速報値)は､ 同�	��％増と��カ月連続で増加｡
●雇用情勢は回復の兆しがみられる

�月の有効求人倍率 (パート含む常用) は､
前年比	���ポイント上昇の	���倍と��カ月連続
で前年実績を上回った｡ 新規求人数 (同) は前
年比��
％増｡

(出所) 北海道建設業信用保証㈱

� AB�CD 調査ニュース ������

公共工事請負金額 (道内工事分)

政府は����年度当初予算の執行を�－�月期に集中させる
方針を示しており､ 当面は高水準での推移が予想される｡
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(百万円)

公共工事請負金額
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本稿では､ 本年�月までの道内小売関連の主要統計指標を紹介しながら､ 増税後における道
内個人消費の動向と今後の着目点について解説します｡

�. 消費税増税による個人消費への悪影響とは
消費税増税がもたらす個人消費への悪影響

は､ ①増税前の駆け込み消費からの反動減､
②物価上昇による実質所得の低下､ という�

つに整理できます｡
駆け込み消費の多くは､“前倒し需要”で

す｡ このため､ ｢駆け込み消費の規模が大き
いほど､ 反動減も大きい｣ ｢家計の買いだめ
在庫がなくなるなど､ 時間の経過とともに､
反動減による影響は次第に緩和する｣ という
特徴があります｡
また､ 増税による物価上昇分よりも所得の

伸び率が低い場合は､ 家計の実質購買力低下
へつながり､ 家計の節約志向 (買い控え等)
が更に強まるなどの影響が懸念されます｡

�. 道内の個人消費は早期に持ち直す可能性も
実際､ 道内主要統計の�月実績をみると

(右下図表)､ 駆け込み消費が大きかった乗用
車新車販売台数 (含む軽) は､ 前年比▲���％
と減少に転じています｡ とりわけ普通・小型
車 (�月：同��	％増､ �月：同▲�	�
％) で
は､ 比較的大きな反動が見受けられました｡
道内小売店販売額をみると､ �月に高額品を
中心とした駆け込み消費が目立った百貨店は､
同▲����％と大幅に減少｡ 一方､ スーパーは
同▲	�
％と､ 小幅な減少にとどまりました｡
そして､�月の駆け込み消費が比較的少なかっ
た�月のコンビニエンスストアの販売額は同
���％増となり､ 増加基調を維持しました｡ もっ
とも､ 増税による物価上昇分を考慮しますと､
実質ベース (除く物価変動要因) における�

月の減少率は､ 更に大きかった (コンビニも
減少へ転じた) と言えますが､ �月迄の増加
率をふまえてみますと､ 反動減の規模はさほ
ど大きくなかったと整理できます｡ さらに､
反動減による影響は次第に緩和していくとみ
られるため､ 今後､ 賃上げの勢いが拡大すれ
ば､ 個人消費は早期に持ち直すことも期待で
きそうです｡

�. 供給側には価格転嫁という課題が残る
一方､ 供給側に目を向けますと､ �月の道

内消費者物価指数 (生鮮食品除く総合) は前
月比
�
％の上昇｡ この実績からは､ 着実に増
税分の価格転嫁が進んでいるようにも見受け
られます｡ ただ､ 北海道商工会議所連合会発
表の ｢消費税の価格転嫁等に関する実態調査
(速報)｣ (注) によれば､ 飲食業の��％､ 製造業
の
�％が､ 増税分の価格転嫁が上手く進んで
いないと回答しています｡ さらに足元では､
原材料・資材価格・光熱費などの上昇も企業
収益の圧迫要因となりつつあります｡ 今後は､
変動費抑制策 (省エネ投資､ 仕入・外注先の
見直し等) や､ 付加価値の高い商品・サービ
ス提供に向けた各種戦略の実行力が､ 企業側
に一層求められる展開となりそうです｡

(坂野 公紀)
(注) 調査対象は札幌商工会議所を除く､ 道内��商工

会議所の会員事業所｡ 調査期間は平成
�年�

月�日～
	日｡ 有効回答数は���件｡

図表 道内の主な消費関連指標

(出所) 北海道経済産業局､ (一社)日本自動販売協会連合会札
幌支部､ (一社)全国自動販売協会連合会札幌事務所

����� 調査ニュース ������ �

消費税増税後の道内消費動向
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 � � � �� �� �� � � � �
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乗用車新車販売台数(含む軽)

スーパー販売額(全店)

コンビニエンスストア販売額(全店)

百貨店販売額(全店)
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ユニークな存在で地域に貢献する札幌ドーム

�����

今年で開業から��年目を迎えた ｢札幌ドーム｣ は､ 収容人数が関東以北最大 (注�) ､ かつ国
内でもユニークな多目的施設として､ 多くの人々を集めています｡ 市民・道民に身近な存在と
なった札幌ドームについてその特徴と道内への経済波及効果を中心にまとめてみました｡
(注�) 札幌ドームの最大収容人数は�����	人｡ 関東以北第
位は宮城スタジアム (������人)｡ 道内で
番目は

札幌厚別公園競技場 (�
�	��人)｡

多彩なイベントが開催されるユニーク施設
�

�年の開業以来､ 札幌ドームは様々なイ

ベントに利用されています｡ 年間の来場者数
は��
～�

万人に上り (�
��年度：��	万人)､
これまでの累計総来場者数は���

万人に達し
ています (図表�)｡ プロ野球やサッカーな
どの ｢スポーツイベント｣ 会場として､ また､
｢ライブ (コンサート)｣ 会場としても定着し
ているほか､ �
��年､ �
��年に開催された
｢札幌モーターショー｣ を始め､ 就活イベン
ト､ 国家試験など､ 多彩な用途で利用されて
います｡ こうした多目的利用を可能としてい
るのが､ 独自技術により会場を利用に合わせ
て転換するシステムです｡ 野球場とサッカー
場を兼ねたドームは国内唯一ですが､ これは
屋外のサッカーステージを空気圧で浮かせて
アリーナ内に移動させる ｢ホヴァリングシス
テム｣ と､ 利用目的に応じて観客席を可動・
収納させる ｢場面転換システム｣ の組み合わ
せにより実現したものです (注�)｡ また､ もう
一つ国内ドームで唯一なのは､ クロスカント
リースキー､ スノーボードなどウィンタース
ポーツの屋内会場となることです｡ 観客は､
風や雪による天候の影響を受けずに長時間観
戦できることから､ スノーボード大会では若
者から高齢者にまで客層が広がり､ 冬のビッ
グイベントにもなっています｡
(注
) サッカーから野球の場面転換所要時間は��時

間�
分｡ 野球からサッカーの所要時間は�
時
間｡ 場面転換は�
��年度に��回実施された｡

市民・道民にも身近な存在
札幌ドームは､ 誘致型の大型イベントだけ

ではなく､ �時間リレーマラソン､ こども絵
画展などの開催､ アリーナ・トレーニングルー
ムの開放など､ 自主的な企画イベント開催や
大型複合遊具 ｢キッズパーク｣ の施設運営な
どの実施により､ 多くの札幌市民や道民が参
加し賑わいをみせています｡ 中でも､ ドーム

内�階コンコースの一部を利用したランニング
コース ｢札幌ドーム����� ���｣ (冬季限
定の屋内コース) は大好評で､ �
��年度は���
�

人 (前年比�����％増) が利用｡ また､ 未来の
子供たちの成長を応援するため､ コンサドー
レ札幌､ ファイターズの観戦招待事業 ｢札幌
ドームみらいシート｣ を行っており､ �

	年
以降約���


名にものぼる子供たちが無料招
待されてきました｡ さらに､ 開業以来､ 環境
にやさしい施設を目指し､ ＣＯ
排出量や廃
棄物の削減､ 資源循環を促進するためのリサ
イクルなどを積極的に推進｡ 昨年の野球用人
工芝更新に際し不要となった旧人工芝は､ 道
内外の野球・体育施設で再利用されています｡
このように地域に密着した様々な活動を通じ
て､ 地域振興にも大いに貢献しています｡

図表� 来場者数の推移

(出所) ㈱札幌ドーム

札幌ドームの経済波及効果は年間���億円
㈱道銀地域総合研究所では､ 札幌ドームの

来場者数 (�
��年度) をもとに､ 道内におけ
る経済波及効果を試算しました｡ ｢来場者の
消費支出額｣ と ｢イベント開催運営費｣ を直
接効果 (最終需要のうち道内で生産される金
額) として､ 北海道開発局 ｢平成��年延長北
海道産業連関表｣ を使って波及効果を試算し
たところ､ 直接効果と一次波及効果 (直接効

� ����� 調査ニュース �����	

(千人) (千人)累計(右目盛)

来場者数(左目盛)
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果によって新たに必要となる原材料等の需要
に対応するために誘発された生産の効果) を
合わせると�����億円｡ 二次波及効果 (直接効
果と一次波及効果によって雇用者所得が増加
したことにより誘発された生産の効果) は����

億円で､ 合計の波及効果は	�
�
億円となりま
した (道内総生産の押上げ額は��
��億円)｡
札幌ドームの集客効果から生まれる経済波及
効果は非常に大きいものとなっています｡
経済効果をさらに大きなものにするために

は､ 消費支出額がより多い道外からの来場者
を増やすことはもちろんですが､ プロスポー
ツチーム (北海道日本ハム､ コンサドーレ札
幌) の応援等を通じた道民の来場者数増加が
カギを握ると言えるでしょう｡

今後も期待される地域振興への貢献
札幌ドームの指定管理者である㈱札幌ドー

ムでは､ 利用者からの意見や要望を取り入れ
て施設の改修にも取り組み､ トイレの洋式化
や､ 観客席通路への手すりの設置を実施｡ ま
た､ 大型ビジョンの更新も予定されており､
同社の収益還元のひとつとして積極的に施設・
設備の充実を図っています｡ 	�	�年開催予定
の東京オリンピックでは､ サッカー一次リー
グの会場の一つとして札幌ドームの名前があ
がっているほか､ 誘致が検討されている札幌
冬季オリンピックでも､ 多目的な利用が期待
されています｡ 今後も札幌ドームが多くの来
場者で賑わい､ 地域振興に貢献してくれるこ
とが期待されます｡

【経済効果推計方法】
� 推計の対象とするイベントは図表
のとおり｡

 来場者数の推計を行うにあたり､ イベントを ｢スポーツ｣ ｢コンサート｣ ｢コンベンション等｣ に分類した｡ そ
のうえで､ ｢道内客 (日帰り)｣ ｢道内客 (宿泊)｣ ｢道外客 (宿泊のみ)｣ごとに人数を推計した(図表�)｡なお､ ｢ス
ポーツ｣ 及び ｢コンベンション等｣ については､ 全て道内客とし､ 日帰りと宿泊 (�泊) の割合は ｢第�回北海道
観光産業効果報告書 (北海道)｣ より推計｡ ｢コンサート｣ については､ 道外客は来道者数 ((公社) 北海道観光振
興機構) の増減などから､ 道内客の日帰りと宿泊の割合は ｢札幌ドームオンラインリサーチ	��
｣ などから推計｡

� 来場者�人当たりの消費支出額は､ 図表�のとおり｡ なお､ 対象イベントの入場料は運営費と重複するこ
とから含めない｡

� イベント開催運営費は㈱札幌ドーム決算資料より推計｡
� 以上の資料を用いた経済波及効果の試算結果は図表�のとおり｡

図表� ����年度の主なイベント 図表� 来場者の分類 (千人)
イ ベ ン ト 開催日数 来 場 者 数 道内客

(日帰り)
道内客
(宿泊)

道外客
(宿泊)北海道日本ハム戦(�－��月) ��日

スポーツイベント
総来場者数
����	��	�人

オールスターゲーム 
日 ス ポ ー ツ ����� �	� －コンサドーレ札幌戦(�－��月) �日
コ ン サ ー ト 	�� �	� 
	その他 ��日

東方神起 
日

コンサート
総来場者数
��	�
��人

コンベンション等 
		 		 －
����� �日

合 計 	�
�� 	�� 
	����� 
日
Ｂ’ｚ 
日
嵐 �日

図表� 来場者一人当たりの消費支出額 (円)関ジャニ∞ 
日
��� ���� 
日 道内客 道外客

宿 泊
社会人野球 �日

コンベンション・その他
総来場者数
����
��人

日帰り 宿 泊ふわふわアドベンチャー �日

合 計 
��	� 		��	� ����	
合同企業説明会 �日
モーターショー �日

うち土産・買い物代 ��
�� ����� ���	��その他 �
日
(出所) 合計：都道府県別観光消費額単価 (観光庁)

内訳：第�回北海道観光産業効果調査報告書 (北海道)
���日 
�	���
�	人

(出所) ㈱札幌ドーム

図表	 ����年度札幌ドームによる経済波及効果 (百万円)
来場者の消費支出 イベント開催運営費 合 計

直 接 効 果 �	���� ����� ������

一次波及効果 ���	� ��� ��
��

二次波及効果 ��	
� �	� �����

合 計 	����� 	���� 	��

�

うち､ 道内総生産押し上げ額 �	���� ����� ���
��

(出所) 道銀地域総合研究所

(飯田 治)
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近年の景気回復に伴う企業収益の改善などを背景に､ 企業では新規株式上場 (＝ＩＰＯ
(注�)) への関心が高まっています｡ 本稿では､ ＩＰＯの動向や､ 取り組みメリット等を解説す
るとともに､ ＩＰＯを検討する企業に対する支援メニューの事例について紹介します｡

(注�) ｢�������	
����
�������｣ の略｡ 未上場企業が新規に株式を証券取引所に上場することによって､ 株式の
売買を可能とすること｡日本語訳にすると｢株式公開｣であるが､ ｢株式上場｣と同義に扱われることが多い｡

関心が高まりつつあるＩＰＯ
アベノミクスによる景況感の改善などを背

景に､ ����年末の株価は年初から約��％上昇

するなど株式市場には明るさがみられます｡

こうした中､ ����年の新規株式上場企業数は､

全国で��社となり､ �年連続で前年実績を上

回りました (図表�)｡ 市場別に見ると､ マ

ザーズ､ ジャスダックといった新興企業向け

市場への上場が増えてきています｡

道内では札幌証券取引所に､ 新興企業向け

市場として ｢アンビシャス｣ があり�社 (累

計��社) が上場 (����年�月末現在)｡ 同市

場は､ ｢近い将来における本則市場 (注�) への

ステップアップを視野に入れた､ 中小・中堅

企業向けの育成市場｣ がコンセプトとなって

います｡ ����年�月には､ 上場基準が緩和

(時価総額基準の撤廃､ 株主数基準の緩和)

されました｡ さらに､ 本則市場へのステップ

アップ市場としてのコンセプトに則り､ 本則

市場へ移行する際の､ 基準緩和､ 提出書類の

簡素化､ 審査料無料化 (アンビシャス上場後

�年以内) が実施されたこともあり､ 企業の

更なる成長手段としてＩＰＯが選択しやすく

なりました｡ このようにＩＰＯへの取り組み

ハードルが下がったこともあり､ ここ数年､

道内でもＩＰＯに関心を示す企業が着実に増

えつつあるようです｡
(注�) 本則市場とは､ 各証券取引所におけるメイン

となる市場で､ 東証 (一部､ 二部)､ 札証､
名証､ 福証がある｡

図表� 新規株式上場企業数の推移

(注) 新興企業向け市場は､ マザーズ､ ジャスダック (旧ヘ
ラクレス､ 旧���を含む)､ ��	
��
､ セントレックス､
アンビシャス､ �������������� (旧�����
���を含む) が含まれる｡

(出所) 各証券取引所��等を参考に道銀地域総合研究所作成

知名度や社会的信用度が向上
ＩＰＯには多くのメリットがあります (図

表�)｡ 資金調達力の強化はもちろんのこと､

｢上場企業｣ というブランド力による知名度・

社会的信用度の向上､ 優秀な人材の確保､ 従

業員の士気高揚などが挙げられます｡ 帝国デー

タバンクの調査では､ ＩＰＯを志向する目的

として､ 資金調達力の強化よりも､ 知名度の

向上や人材の確保を重要視する傾向が確認で

きます (図表�)｡ 道内企業にとっても､ 道

外への進出を目指すに当たり ｢上場｣ ブラン

ドによる知名度向上効果への期待は決して小

さくないようです｡

こうしたメリットを享受できる一方で､ 投

資家保護の観点から様々な社会的責任が生じ

ることも事実です｡ 例えば､ 財務諸表を始め

とした経営情報の開示､ 法令上遵守すべき義

務の拡大など､ 外部からの監視の目は厳しく

� ����� 調査ニュース ������

取り組み機運が高まるＩＰＯ

�

��

��

��

��

��

��

��� �� �� �� ��年

▲

(社) 新興企業向け市場

本則市場



なります｡ このため､ ＩＰＯ前と比較して経
営の自由度は低くなりますが､ その分､ 外部
からの評価・意見を経営面に活かす機会が増
えるというメリットもあります｡ すなわち､
一見デメリットと思われる点も､ 見方を変え
ると企業として健全な成長を続けるためのカ
ギになると言えるでしょう｡

て､ ＩＰＯを達成するためには､ パートナー
選びが重要になってきます｡
例えば北海道銀行グループでは､ ファンド

による事業支援､ ＩＰＯ支援コンサルティン
グを行うことによって､ 財務面､ 手続面から
ＩＰＯに向けたサポートを行っております｡
北海道銀行では､ ＩＰＯなどを活用して更な
る成長を目指す企業への事業支援を行うため
｢道銀どさんこファンド｣ を組成しています｡
今年�月には ｢道銀どさんこ�号ファンド｣
を組成 (組成額�億円) し､ �月にはスマー
トフォンやタブレット端末向けのゲームソフ
ト開発企業�社に､ ����	万円を出資していま
す｡ ちなみに､ 道銀どさんこファンドはこれ
まで､�号ファンド (
���年組成)､�号ファ
ンド (
���年組成) において､ 合計
�億円の
投資を行っており､ 投資先企業のうち
社が
株式上場を果たしています｡ さらに､ ㈱道銀
地域総合研究所では ｢株式上場支援サービス｣
を用意｡ 道内のベンチャーキャピタルで豊富
な投資実績を有する北海道ベンチャーキャピ
タル㈱を始めとする外部パートナーと提携し
て､ 上場に向けた総合的な支援を行っていま
す｡

ＩＰＯは､ ヒト・モノ・カネといった経営
資源の調達力を高め､ 社会的信用度の向上と
ともに､ 企業の更なる成長を実現させる経営
戦略の一つです｡ 道内企業におけるＩＰＯへ
の取り組みが一層活発化することで､ 企業の
成長が後押しされ､ 道内証券市場はもとより､
道内経済の活性化につながっていくことが期
待されます｡ (山岸 義明)

図表� 株式上場のメリット・デメリット

������

○会社のメリット
・企業の社会的信用の増大と��効果
・資金調達力の増大
・人材の確保と従業員の士気高揚
・社内体制の整備
○株主のメリット
・創業者利潤の実現
・株式の流通性の増大
・公正な株価形成と資産価値の増大

�������

○会社のデメリット
・株主総会の運営対策
・株式の買占め対策
・企業内容の開示義務の拡大

(出所) 加藤晶春・松野雄一郎著 ｢株式公開の知識 (第�版)｣
(日経文庫 ����) を参考に道銀地域総合研究所作成

図表� 株式上場の目的に関するアンケート

(注�) 回答数は株式上場の意向がある���社
(注	) その他には､ ｢その他 (
社)｣､ ｢非公表 (
社)｣､ ｢無

回答 (	社)｣ が含まれる｡
(出所) ㈱帝国データバンク ｢新規株式上場意向に関するアン

ケート調査�����
�
��発表�｣

｢道銀どさんこファンド｣ ｢株式上場支援サービ
ス｣ についてご不明な点がありましたら､ 以下の
連絡先までお気軽にお問合せください｡

○道銀どさんこファンド
北海道銀行営業企画部商品戦略室
���：���－
��－��	


○株式上場支援サービス
道銀地域総合研究所コンサルティング部
���：���－
��－�	��

ＩＰＯ支援メニューの事例
ＩＰＯに取り組む際には､ 事業基盤の確保

(財務の健全性) や成長に向けた展望が必要
となります｡ また､ ＩＰＯに向けた準備には､
内部統制制度の整備や資本政策の策定など､
専門知識を要する作業が多く存在することか
ら､ 自社のみで行うのは困難と言えます｡ よっ

����� 調査ニュース ����
� �

知名度や信用度の向上

人材の確保

資金調達力の向上

従業員の士気向上

売 上 拡 大

社内管理体制の強化

事 業 承 継

創業者利益の獲得

そ の 他

� �� ��� ��� ��� ��� ��� ���

���社

��社

�	�社
�	
社

���社
��社


�社
�
社
�	社 (複数回答)
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